
犬を飼っている皆さんへ

④狂犬病予防注射
　犬が死亡した時、飼い主の住所・氏名等が変更になった時は、必ず市役所環境衛生課または各支所市民サー

ビス課まで届け出をしてください。
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飼い主のマナー

①犬の放し飼いはしない

不法電波は、犯罪です
電波利用保護旬間

６月１日（金）～１０日（日）

なくそう不法投棄

犬を飼っている皆さんへ

全国ごみ不法投棄監視ウィーク

５月３０日（水）～６月５日（火）

　犬を放し飼いにすると、他人に迷惑をかけたり、危害を加える
おそれがあります。犬は必ずつないで飼うか、柵の中で飼いまし
ょう。また、散歩中も引き綱から放すのはやめましょう。

②フンの後始末
　道路、公園、他人の土地などに犬のフンが放置され、「飼い主
のマナーが悪い」などの苦情が多く寄せられています。散歩中の
犬のフンは必ず持ち帰り、きれいな街づくりを心がけましょう。

③犬を捨てない

①犬　の　登　録

　犬を山野などに捨てると野犬化して、人や財産に危害を及ぼすことになります。
　やむを得ず飼えなくなった時は、新しい飼い主を探すか、香川県西讃保健福祉事務所衛生課（☎２５－４３８３）に
引き取りの相談をしてください。
　また、飼い主のいない不幸な子犬を増やさないために、動物病院で不妊去勢手術を受けるのも１つの方法で
す。登録および狂犬病予防注射済みの犬が不妊去勢手術を受けた場合、市から補助金が出ます。詳しくは下記ま
でお問い合わせください。

　狂犬病の発生および感染拡大を防ぐため、狂犬病予防法により犬の登
録と年１回の狂犬病予防注射が飼い主に義務づけられています。

犬の登録は、各支所市民サービス課、または、香川県獣医師会指定の動物病院ですることができます。

②狂犬病予防注射

　毎年１回の予防注射を忘れずに受けてください。

　今年度の市の集合注射は終了しました。集合注射の期間内に注射を受けられなかった犬は、動物病院で注射

を受けてください。

問い合わせ　四国総合通信局　☎０８９－９３６－５０５１

▲

問い合わせ　環境衛生課　☎６２－１１２０

▲

問い合わせ　環境衛生課　☎６２－１１２０

▲

　「最近どうもテレビの画面が急に乱れる」「ラジ

オを聞いていたら、突然、変な声が入ってきた」な

どの体験をしたことはありませんか？

　これらは不法電波による妨害であることが少なく

ありません。不法電波は、私たちの生活を守る消防

や防災のための無線から一般の無線まで広く被害を

与えています。

　もし、お気づきのことがあれば下記までお知らせ

ください。

　循環型社会の実現には、３Ｒの推進とともに、廃

棄物の適正処理の確保が重要です。この妨げになる

のが不法投棄問題です。市民、事業者、行政が一体

となって、監視や啓発活動等の取り組み強化により

不法投棄を発生させない環境づくりを進めましょ

う。ご理解とご協力をお願いします。

発生抑制（Ｒｅｄｕｃｅ）
再 使 用（Ｒｅｕｓｅ）
再生利用（Ｒｅｃｙｃｌｅ）

犬の登録と狂犬病予防注射

◇登録手数料　３,０００円

◇予防注射手数料　２,３００円　◇済票交付手数料　５５０円

④各 種 届 け 出

③予防注射済票

　香川県獣医師会指定の動物病院以外で注射を受けたときは、注射時に発行される「狂犬病予防注射済証」を

持って、各支所市民サービス課で『狂犬病予防注射済票』の交付手続を行ってください。

　犬が死亡した時、飼い主の住所・氏名等が変更になった時は、必ず環境衛生課または各支所市民サービス課

まで届け出をしてください。

◇済票交付手数料　５５０円

犬を飼っている皆さんへ

、
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「現況届」提出のお知らせ

男女共同参画週間

恩給欠格者・戦後強制抑留者・引揚者の皆さんへ

経営移譲年金、農業者老齢年金を受給されている皆さんへ

毎年６月は「現況届」提出の時期です

６月２３日（土）～２９日（金）

「いい明日は　仕事と暮らしの　ハーモニー」平成１９年度内閣府公募による標語

　現況届の用紙は、農業者年金基金から受給者の皆さんへ直接郵送されます。「受給権者」欄に自ら署名・記入し、

必ず６月３０日までに農業委員会事務局または各支所事業課へ提出してください。

　現況届は、引き続き年金を受ける資格があるかどうかについて確認するためのものです。この届を提出しなけれ

ば、年金の支払いが差し止められる場合がありますのでご注意ください。

　いわゆる恩給欠格者、戦後強制抑留者、外地等からの引揚者の「ご本人」に、あらためて慰謝の念を表すため、内

閣総理大臣名の『特別慰労品』を贈呈しています。

　請求書類は、福祉総務課または各支所市民サービス課に用意しています。

　資格要件等については、独立行政法人平和祈念事業特別基金（ 　０１２０－２３４－９３３）までお問い合わせください。

　少子高齢化の進行や家族形態の多様化など、私たちを取り巻く社会情勢は複雑に変化しています。そのため、旧来

の習慣や働き方を変えなければ、仕事と家庭の両立は望めなくなっています。仕事と家庭生活を調和させる「ワー

ク・ライフ・バランス」は、女性だけでなく、男性にも大きなメリットがあり、人生を豊かなものにします。「ワー

ク・ライフ・バランス」を推進し、男性も女性も、それぞれの希望に沿った生き方ができる社会を目指しましょう。

提出先・問い合わせ　農業委員会事務局　☎６２－１１３７　または各支所事業課

▲

問い合わせ　企画課　☎６２－１１１５

▲

問い合わせ　福祉総務課　☎６２－１１２５

▲

問い合わせ

企画課　☎６２－１１１５

▲

住宅用火災警報器を設置しましょう

　平成１６年６月に消防法が改正され、住宅火災による死者の減少を目的と

して、全国一律すべての住宅に住宅用火災警報器の設置が義務づけられまし

た。

　基準日を平成１８年６月１日として新築住宅への警報機の設置、また既存

の住宅については、５年間の猶予期間をおき平成２３年６月１日までに設置

完了と定められました。

　住宅用火災警報器は、火災からかけがえのない人命や財産を守るために有

効なものです。猶予期間にかかわらず、できるだけ早い時期に設置するよう

お願いします。

※住宅用火災警報器等の設置義務化を契機として訪問販売を行う悪質な業者

　には十分注意してください。消防署や市が警報器・消火器等の販売を行う

　ことはありません。

　６月１日、卸売業、小売業を営む

すべての事業所を対象に商業統計調

査が全国一斉に行われます。

　調査員が調査票の回収にお伺いし

ますので、ご協力をお願いします。

消防だより

三観広域北消防署　☎７２－２１１９

商業統計調査に
ご協力お願いします

秋田県　篠田 健三さんの作品


